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良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を推進するための医療法等
の一部を改正する法律の概要改正の趣旨

改正の概要

＜Ⅰ．医師の働き方改革＞

長時間労働の医師の労働時間短縮及び健康確保のための措置の整備等 （医療法） 【令和６年４月１日に向け段階的に施行】

医師に対する時間外労働の上限規制の適用開始（令和６年４月１日）に向け、次の措置を講じる。

・ 勤務する医師が長時間労働となる医療機関における医師労働時間短縮計画の作成

・ 地域医療の確保や集中的な研修実施の観点から、やむを得ず高い上限時間を適用する医療機関を都道府県知事が指定する制度の創設

・ 当該医療機関における健康確保措置（面接指導、連続勤務時間制限、勤務間インターバル規制等）の実施 等

＜Ⅱ．各医療関係職種の専門性の活用＞

１．医療関係職種の業務範囲の見直し （診療放射線技師法、臨床検査技師等に関する法律、臨床工学技士法、救急救命士法） 【令和３年10月１日施行】

タスクシフト/シェアを推進し、医師の負担を軽減しつつ、医療関係職種がより専門性を活かせるよう、各職種の業務範囲の拡大等を行う。

２．医師養成課程の見直し （医師法、歯科医師法） 【①は令和７年４月１日／②は令和５年４月１日施行等】 ※歯科医師も同様の措置

①共用試験合格を医師国家試験の受験資格要件とし、②同試験に合格した医学生が臨床実習として医業を行うことができる旨を明確化。

＜Ⅲ．地域の実情に応じた医療提供体制の確保＞

１．新興感染症等の感染拡大時における医療提供体制の確保に関する事項の医療計画への位置付け （医療法）【令和６年４月１日施行】

医療計画の記載事項に新興感染症等への対応に関する事項を追加する。

２．地域医療構想の実現に向けた医療機関の取組の支援（地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律）【公布日施行】

令和２年度に創設した「病床機能再編支援事業」を地域医療介護総合確保基金に位置付け、当該事業については国が全額を負担する

こととするほか、再編を行う医療機関に対する税制優遇措置を講じる。

３．外来医療の機能の明確化・連携 （医療法） 【令和４年４月１日施行】

医療機関に対し、医療資源を重点的に活用する外来等について報告を求める外来機能報告制度の創設等を行う。

＜Ⅳ．その他＞ 持ち分の定めのない医療法人への移行計画認定制度の延長 【公布日施行】

良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を推進する観点から、医師の働き方改革、各医療関係職種の専門性の活用、地域

の実情に応じた医療提供体制の確保を進めるため、長時間労働の医師に対し医療機関が講ずべき健康確保措置等の整備や地域医療構

想の実現に向けた医療機関の取組に対する支援の強化等の措置を講ずる。

令和3年6月3日
医療部会資料
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市町村計画
（基金事業計画）



ਿ


都道府県計画
(基金事業計画)

基金
※国と都道府県の

負担割合２／３、 １／３
（Ⅰ-2 については国10/10）

申
請

事業者等（医療機関、介護サービス事業所等）

交
付

交付

地域医療介護総合確保基金

交付
提出

交付
提出

申請

地域医療介護総合確保基金の対象事業

都道府県計画及び市町村計画（基金事業計画）

○ 基金に関する基本的事項
・公正かつ透明なプロセスの確保（関係者の意見を反映させる仕組みの整備）
・事業主体間の公平性など公正性・透明性の確保
・診療報酬・介護報酬等との役割分担

○ 都道府県計画及び市町村計画の基本的な記載事項
医療介護総合確保区域の設定※1 ／ 目標と計画期間（原則１年間） ／
事業の内容、費用の額等 ／ 事業の評価方法※2
※1 都道府県は、二次医療圏及び老人福祉圏域を念頭に置きつつ、地域の実情を

踏まえて設定。市町村は、日常生活圏域を念頭に設定。
※2 都道府県は、市町村の協力を得つつ、事業の事後評価等を実施

国は都道府県の事業を検証し、基金の配分等に活用

○ 都道府県は市町村計画の事業をとりまとめて、都道府県計画を作成

○ 団塊の世代が75歳以上となる2025年を展望すれば、病床の機能分化・連携、在宅医療・介護の推進、医療・介護従事者の
確保・勤務環境の改善等、「効率的かつ質の高い医療提供体制の構築」と「地域包括ケアシステムの構築」が急務の課題。

○ このため、平成26年度から消費税増収分等を活用した財政支援制度（地域医療介護総合確保基金）を創設し、各都道府県
に設置。各都道府県は、都道府県計画を作成し、当該計画に基づき事業を実施。

令和３年度予算額：公費で2,003億円
（医療分 1,179億円、介護分 824億円）

Ⅰ-１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業

Ⅰ-２ 地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業

Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業

Ⅲ 介護施設等の整備に関する事業（地域密着型サービス等）

Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業

Ⅴ 介護従事者の確保に関する事業

Ⅵ 勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業
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【２.統合支援給付金支給事業】
統合（廃止病院あり）に伴い病床数を減少する場合のコスト等に充当するため、

統合計画に参加する医療機関（統合関係医療機関）全体で減少する病床１床当た
り、病床稼働率に応じた額を支給（配分は統合関係医療機関全体で調整）

※重点支援区域として指定された関係医療機関については一層手厚く支援
※統合関係医療機関の対象３区分の総病床数が10％以上減少する場合に対象

病床機能再編支援事業（地域医療介護総合確保基金 事業区分Ⅰ－２）

○中長期的な人口減少・高齢化の進行を見据えつつ、今般の新型コロナウイルス感染症への対応により顕在化した地域医療の
課題への対応を含め、地域の実情に応じた質の高い効率的な医療提供体制を構築する必要がある。

〇こうした中、地域医療構想の実現を図る観点から、地域医療構想調整会議等の合意を踏まえ、自主的に行われる病床減少を伴
う病床機能再編や、病床減少を伴う医療機関の統合等に取り組む際の財政支援*1を実施する。

○令和２年度に予算事業として措置された本事業について法改正を行い、新たに地域医療介護総合確保基金の中に位置付け、
引き続き事業を実施する。【補助スキーム：定額補助（国１０／１０）】

【１.単独支援給付金支給事業】
病床数の減少を伴う病床機能再編に関する計画を作成した医療機関（統合によ

り廃止する場合も含む）に対し、減少する病床1床当たり、病床稼働率に応じた額
を支給

※病床機能再編後の対象３区分*2の許可病床数が、平成30年度病床機能報告における
対象３区分として報告された稼働病床数の合計の90％以下となること

【３.債務整理支援給付金支給事業】
統合（廃止病院あり）に伴い病床数を減少する場合において、廃止される医

療機関の残債を統合後に残る医療機関に承継させる場合、当該引継債務に発生す
る利子について一定の上限を設けて統合後医療機関へ支給

※統合関係医療機関の対象３区分の総病床数の10％以上減少する場合に対象
※承継に伴い当該引継ぎ債務を金融機関等からの融資に借り換えた場合に限る

病床200床

「単独医療機関」「単独医療機関」の取組に対する財政支援

再編

減少する病床数
について支給

Ａ病院：200床

Ｂ病院：100床
廃止（廃業）

統合後のＡ総合病院
250床

純減した50床について支給
配分はＢ病院を含めた統合
関係医療機関全体で調整

3*1 財政支援 ･･･使途に制約のない給付金を支給
*2 対象３区分･･･高度急性期機能、急性期機能、慢性期機能

病床150床

債務

金利金利

債務 承継承継
引き継いだ債務の
利子負担を軽減

総額
利子
総額

支給

廃止となる病院 統合後の病院

統合

計

成

計
画
作
成

統合関係医療機関

令和３年度予算額：地域医療介護総合確保基金（医療分）
公費1,179億円の内数（195億円）

計

成

計
画
作
成

「複数医療機関」「複数医療機関」の取組に対する財政支援



１．名称の見直し
令和３年度

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業
（通称：病床機能再編支援事業）

①単独支援給付金

②統合支援給付金

③債務整理支援給付金

２．支給対象の考え方（上記①・②関連）
○ 直近の病床数（３区分）と比較することとした場合、回復期転換を妨げるおそれ ⇒ 基準年を固定
○ 「当該年度の廃止病床について申請・支給」は、年度末の執行業務が煩雑 ⇒ 計画に沿って申請・廃止年度以降に支給

令和２年度 令和３年度以降

支給対象
医療機関の

要件

○ 平成30年度病床機能報告時の病床数と比較
○ 対象３区分（高度急性期、急性期、慢性期）で

10％以上減

○ 平成30年度病床機能報告時の病床数と比較
○ 対象３区分（高度急性期、急性期、慢性期）で

10％以上減

支給額計算
の

対象病床数

○ 平成30年度病床機能報告時の病床数と比較
（令和元年度に病床を廃止した場合には令和元年度の病床数）

※令和２年度以降の廃止病床数を対象とする趣旨

○ 対象３区分の減床数
※回復期転換分は対象外

○ 平成30年度病床機能報告時の病床数と比較
（令和元年度に病床を廃止した場合には令和元年度の病床数）

※令和２年度以降の廃止病床数を対象とする趣旨

○ 対象３区分の減床数
※回復期転換分、過年度支給分は対象外

申請・支給
の

タイミング

○ ①病床削減給付金は、令和２年度に廃止した病床につ
いて年度内に申請・支給

○ ②統合支援給付金は、調整会議で合意された計画に
沿って申請・支給

○ ①単独支援給付金は、調整会議で合意された計画に沿っ
て申請（廃止手続は、令和２年度以降であれば、いつでも可）

※国への申請は、病床再編が開始される年度以降に申請可
※医療機関への支給は、病床を廃止した年度以降に支給。また、複数

年度に跨がって病床を廃止する場合は、年度毎に減少した病床数
に相当する額を支給（減少した病床数に応じて複数年度分を一括
して支給することも可）

○ ②統合支援給付金は、調整会議で合意された計画に沿っ
て申請・支給

令和３年度以降の病床機能再編支援事業（地域医療介護総合確保基金 事業区分Ⅰ-２）
＜令和２年度との主な変更内容＞
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令和２年度

病床機能再編支援補助金

①病床削減支援給付金

②医療機関統合支援給付金

③病院の債務整理に必要な借入資金に対する支援給付金



対象３区分
300床

対象３区分
320床

H30度病床
機能報告時

R2.4.1

対象３区分
200床

R２年度

回復期
100床

R４年度R３年度
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※R元に削減されている分は
支給対象から除外する趣旨

※回復期転換分
は対象外
（100床）

対象３区分
250床

休棟等 50床

令和３年度以降の病床機能再編支援事業（地域医療介護総合確保基金 事業区分Ⅰ-２）
＜具体的なイメージ＞
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対象３区分
200床

削減
100床

対象３区分
300床 対象３区分

200床

削減
100床

計画
作成

対象３区分
300床

対象３区分
100床

回復期
100床

対象３区分
250床

削減50床
計画
作成

病床再編が開始される
年度以降申請可

病床再編が開始される年度以降申請可

病床再編が開始される年度以降申請可

削減50床

ঃ
ॱ
␗
থ
⋇

ঃ
ॱ
␗
থ
⋈

ঃ
ॱ
␗
থ
⋉

いずれか
少ない方

100床分支給可

50床分支給可 50床分支給可

又は纏めて100床分支給可

100床分支給可

･･･都道府県から国への申請

･･･都道府県から医療機関への支給

計画
作成

※途中回復期へ転換した
場合であっても支給対象
の基準はR2.4.1

※R2.4.1（基準）
時点と比較し、
削減された分が
対象


